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に至るまで誰もが口にしている。だからといって改革開放以後の中国は経済発展の明確な目標と戦略があったわけではない。方向性がみえないまま豊かになることだけを念頭に、官民ともに必死に疾走してきたの 中国 の実態像である。試行錯誤が続くなか 、政府当局とエリートの間に共通認識が徐々に形成され 。それが「安定」と「発展」の仕組 である。この仕組みを簡単に説明すると①国内の政治・社会が安定 ことを売りに外資を導入し経済を発展させる、②経済発展と国民 生活水準向上は社会 不安要素を軽減し、さらなる安定とつながる、ことである。　
経済発展についてはＧＤＰ成長
率ではかりうるが、社会安定をはかる明確な尺度は存在し い。特











から社会安定をはかる重要 基準であった法輪功と計画生育 問題は完全に消えてはないも の、今日においてその重要度は がったと理解できよう。この二つの問題の代わり 、日々重要度を増しているのが陳情 ある。国務院が公布した「陳情条例」に ると、陳情とは公民あるいは法人が手紙、電子メール、ＦＡＸ、電話、訪問といった方法で各級人民政府 県以上の政府部門に意見を申し立て、行政機関による処理 依頼する行為である。政府組織内には民間の意見を受け付ける陳情部門が設立されている。しかし、陳情部門に寄せられた意見はすべて円満に解決できることはなく、意見を






























土地の価格が安い時はそれほどの問題にならなかったが、土地価格が高騰するにつれ喪失感が生まるようになった。また、一連の地譲渡には不透明 点が多かた。村の経理記録 は土地譲渡に関する詳細な収支が く、土地譲渡から得た利益は烏坎港実業開発公司のものになっており、村人にはわずかな配当金しか配られなかった。事実上、この集団所有企業は党書記・村長を初めとする少人数の「私有会社」となり、土地譲渡の利益はこれらの少人数が得たのである。　
このような不透明な土地譲渡と
利益配分への不満を理由に、村人は地元政府、上級政府である汕尾市政府、広東省政府へと陳情を続けたが問題解決には至らなかった。やがて村人の不満がピークに達し、二〇一一年九月二一日 陳情には三〇〇〇人を越える人 集まった。地元政府の対応に不満を抱えた村人 村周辺の工場に押し寄せ建物を破壊 ことで事件は一気にエスカレート た。地元政府は大量の武装警察を動員し、陳情に参加した村人を逮捕したが、これは事態をさらに悪化させた。ここまでの経緯は全国各地で起き
ている衝突事件と似ており、特別な点は見当たらない。面白いのは武装警察を動員した名目である。東海鎮政府の書記は村人の騒動を海外勢力と邪教組織によるものだと上級政府に報告し、警察の動員を要請したのである。　
事件が一躍注目を集めることに
なったのは、村人が代表理事会を設立し、村の業務を行った時からである。党書記と村長による土地譲渡の利益配分へ 不満から陳情が発生したため、村の党支部と村民委員会事務所は暴動化した 人によて荒らされた。これで村の党組織と村民委員会は機能不全に陥る。鎮政府の要請により村人は代表理事会を設立し、村民委員会を代行して一部の業務を行ったのである。 党支配体制下では珍しいもので、国内外のメディアはこの出来事を大きく取り上げた。　
一一月には四〇〇〇人を
越える村人が市政府前でスローガンを抱えた平和的なデモまで行った。整然としたデモを可能にし のは代表理事会の組織力であり、
























取り上げられてから、広東省政府は早期解決をはかるため 、省党委員会副書記を筆頭とする対策グループを立ち上げ、村人との交渉に臨んだ。対策グループが最初行ったことは機能不全になった村の共産党組織の再建であり、代表理事会の顧問を党書記に任命した。村 新しい党書記の誕生とともに、元々 党組織は自動解散となった。また、党書記は新たな村民委員会を組織する責任者として、村民委員会選挙を進めるようになる。国内外のメディアが事件の進展を注目するなか 村民委員会の選挙は着々と進められ、最終的には村の党書記が新しい村民委員会の主任に選ばれるのである。事件を一躍有名にさせた臨時的組織である代表理事会も事件展とともに自然 消えていっ　
メディアで報道されたいわゆる
烏坎事件はここまでである。正真




他の集団事件は連年増加しており、メディアで報道された事件だけでも数え切れないほど多い。そのなかで 烏坎事件がこれほどメディアに大きく取り上げられたことにはいくつかの理由がある。それは烏坎事件特有の のもあば、他の事例では顕著に現れてない特徴もある。ここでは烏坎事件の新しい点について三点ほど取り上げた 。⑴代表理事会　
既に述べたように、代表理事会
は鎮政府の要請により設立されたもので、機能不全になった村の党
委員会と村民委員会の代役を務めた。臨時的な組織であるにも関わらず、村内部の秩序を維持することに大きく貢献した。中国各地で起きている農民の集団事件 考察すると規模はあっても組織力が欠如している。集団事件 多くはある事件をきっかけに突発的に起きることが多く、組織され も ではない。政府が一番恐れているのも組織された集団事件である。一旦事件が発生すると、政府が最初に行う処置 事件に関わる中心人物を確保することであ 。したがって、通常の集団 は組織されたものでもないし、中心人物の欠如により組織化す も難しい状況である。そん なか 烏坎で現れた代表理事会という は非常に新鮮なもので、メディアと学者の注目を集めたのである。　
ここで、臨時代表理事会につい
てもう少し考察してみよう。 件の発端は土地譲渡の利益配分 対する不満であり、不満の矢先は村の党支部・村民委員会に向かっていた。書記と村長 監査部門 調査対処となり隔離されると 党支部と村民委員会は機能しなくなり、政府と農民をつなげるチャンネルがなくなっ である。そこ
で、東海鎮政府は村人に代表組織を成立することを要求し、選ばれた代表には一月に一〇〇〇元の給料を支払うことを約束した。　
この代表の選出過程がとてもユ












ここでは陳情する農民と 解決に乗り出した省政府の思惑が一致していたからである。農民の陳情行為はあくまでも損失した利益への補償であり、政治的な抗議運動ではない。抗議し と てもその矛先は基層レベル おける不正行為に止まって る。自分の主張が一旦政府に受け入れられたら陳情の目的は達成 き、それ以上の何かを求めることはない。烏坎事件の場合、県・市レベルで満足できる回答が得られず、その怒りと焦りが暴動化につながった。このまま続くと、いずれは社会治安を妨害した理由で政府 よる弾圧が来ることは安易に予想できる。この
時、村人が臨んでいたのは身の安全の確保と主張を聞き入れてくれることであり、それを受け入れてくれたのが省政府であった。　
基層レベルの強硬姿勢と違って
省政府の対応は柔軟であった。省政府からみれば 問題は省レベルで解決できず中央にま 持ち越されると広東省地方官僚 管理能力が疑われることになるので、何としても自力 したかっであろう。また、事件がすでに国内外のメディアで大きく取り上げられた以上、 で抑え込む は予測不可能な方向に進む恐 があることから、ひとまず農民の主張を受け入れ、陳情を組織した中心人物の身の安全を保障した。⑶選挙の容認　
烏坎事件のもうひとつの新しい
特徴は政府が村民委員会の選挙容認したことである。村民委員会の選挙は今回が初めてではないが、形式的な選挙で終わ ことが多い。烏坎村での従来の村民委員会選挙は形式的で、不正な が行われた。不正 烏坎事件発端のもうひとつの原因でもある。公正な選挙活動を行うこと事件は唯 騒動ではないことを世間に示したい思惑から、今回の選
挙は有権者登録から選挙管理委員会の選出、村民委員会選挙及び補選まですべてのプロセスが公正に行われた。 挙実施過程で地元政府からの関与および不正行為についての報道はほとんどみられない。　
烏坎村の選挙について記者に質




にはみられなかった新しい特徴がみられるが、事件が収束したわけではない。本当の交渉はこれから始まるのであ 。選挙で選ばれた村民委員会はどのような方法で売却された土地を取り戻すのか。取り戻せたら利益配分はどのような方法で行うのか。基層政府 選挙で選ばれた村民委員会とどのような関係を構築する 同一人物が村民委員会と党委員会のトップを兼任する際にバランスを如何に取るのか。ほとんどが未知数で探りながら進むしかない。事件から一年以上の時間が経つが、その進展は非常に遅いといわざるを得ない。　
村人の陳情内容をみると、大き
く三つに分けることができる。ひとつ目は譲渡された土地を回収すること、二 目は土地譲渡利益再配分すること、最後は村民委員会選挙の不正行為を摘発すである。三つ目の不正選挙については当事者の責任を追及すれば済むこと 処理しやすい。二つ目の土地譲渡利益の再配分にな と解決は難しくなる。書記、村長およ























に述べた。 「基層政府が犯した最初のミスは村民の合理的な利益主張に目を向けてないことであり、これを理由 理性的な陳情が過激な行動にエスカレートした である」
⑻。また、省政府を代表して事




















る公務員制度の実施はこ 競争をさらに厳しいものとしている。そのなかで、特に厳しいのが年齢制限であり、レベルごとに昇進できる年齢制限が設けられている。たとえば、 「党政領導幹部後備幹部工作」 （中弁発 〔二〇〇三〕 三〇号）第九条には「省長・部長クラスの予備幹部は五〇歳以下が中心四五歳以下が少なくとも中央官庁には一〜二名、省レベルでは五名以上いなければならない」 規定している。 般的に行政ポストの
任期が五年であることから、逆計算すると市長クラスの予備幹部の年齢は四五歳以下、県長クラスの予備幹部は四〇歳以下が中心になる。　
実際に県長がいきなり市長に昇












ためには外部から企業を誘致して地元の経済を発展させるしかない。陸豊市の場合、一九九〇年代初頭に東海経済開発区を設立 企業誘致をはかった。開 区のなかに位置する烏坎村は企業誘致および土地開発権限を譲渡することで多大の利益を上げた 貧しい村が豊かになる話は基層幹部であれば誰もが好む話で、烏坎村の党支部は陸豊市政府および上級政府から様々な賞状をもらうことになる。「全国文明先進単位」の賞状だけではなく、 「全国先進基層党組織」にも二度表彰された。二〇〇八年には中央政治局員兼広東省書記まで烏坎村に訪れ、村の成果を高く評価した。広東省のなかで相対的に発展が遅れている陸豊市 役人にとって烏坎村 宝のよう もで、これを実現 の党書記の存在意義はいうま もない。⑵長期化する村指導者の任期　
厳しい競争にさらされている基
層政府の役員と違って、村の党書記と村長の任期は長期化している。烏坎では元党書記は七〇年代からずっと書記として勤めており、 村長も三〇年以上 い 。村の党書記と村長の任期がしていることは烏坎に限ることで
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はなく、全国各地で普遍的にみられる。村民委員会選挙管理弁法には村長の任期についての規定（三年）はあっても再選を制約する規定はない。法律の規定上定期的に村民委員会の選挙 行っても形式的に終わることが多く、大きな問題がない限り多く 人は選挙に消極的である。村の党書記の任期同じで、再選の制限が 選挙に対する村人の参加意欲が弱いで、同一人物による村落の業務管理が長期化 傾向 ある。　
これは村民が党委員会および村
民委員会に求める役割とも関係する。村民が主に求めるのは基本な公共サービス以外に、 経済発展、収入の増加および生活環境の改善などがある。身近な生活と関係があること以外に、何かを求めることは少 く、具体的な 落の管理業務については多くの人は知らないだけで なく、 興味も持たない。烏坎村の土地譲渡は一九九〇年代の半ばから始まったにも関わらず、長い間、何の問題 なかった。元書記は任期中に養殖業を発展させ、村の経済状況を一新し 。また、集団所有企業を利用し 再開発と企業誘致を行う行為は大いに評価され、 何度も「モデル書記」
となったのである。村人が土地譲渡に気づき始めたのは、土地価格上昇が著しくなった近年のことである。　
烏坎村の上層に当たる東海鎮、
陸豊市政府は村からすぐ近いところにあるので、村の土地利用状況についてはある程度は把握できているはずで 。また、数年前から土地をめぐる問題でたびたび陳情が発生していたにもかかわらず問題を放置したことは基層レベルの責任である。 かし、なぜ基層レベルでは陳情問題 放置したのだろうか。その理由は基層幹部の状況認識の問題もあるが、何よりも重要なのは基層政府と村との関係にあると思われる 烏坎村を直接管轄する東海鎮の党書記 烏坎村の党書記と密接 関係を持ち、事件が発生してからも常に村の党書記を擁護し続け いた
⑼。事件
発生当時に汕尾市の政法委員会書記で大量の警察を動員 た村人への鎮圧を指揮した責任者はもう一人の重要人物である。この人は事件発生直前ま 陸豊市の党書記を勤めており、村 の陳情をずっと無視してきた である。　
前述したように、郷鎮・県レベ
ルの役員は任期が短く 短期間
実績を出す必要がある。一方で村落レベルの党書記・村長は任期が長期化し書記と村長は自然に村落の有力人物となる。外資誘致に使う土地も、不動産開発に使う土地も基本は農村地域の土地を徴収したものである。基層政府が農 部の土地を徴収する際に村落における有力人物 協力無しでは進まいので、常に村 指導者に頼りがちであ 。次第に、両者 相互協力は基層レベルにおける「発展」と「安定」をはかる不可欠なもとなったのである。長い間、村における書記と村長の権威は絶対的なものであ が、新しく台頭する村落エリート（陳情を組織した中心人物と代表理事会 中心人物など）は既存の権威を挑戦しつつあるのであ 。六．終りに　
烏坎事件は土地譲渡の利益をめ
ぐり、村民・村の管理層・基層政府・事件解決に乗り出した省政府・伝統文化の象徴とする宗族 事会とさまざまな要素が複雑に絡み合う事例である。また、結論のみえない現在進行形のも でもある。資料の制限 現地調査 難航により本稿ではまだ十分に展開できて
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